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（サービス共通事項）

茨城県 福祉部 障害福祉課



業務管理体制の整備
• H24年４月１日より、障害福祉サービス等事業者では法令遵守等

の業務管理体制を整備することが義務付けられています。
• 既存の事業者で、まだ業務管理体制の届出を行っていない場合

は、速やかに届出を行ってください。
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必要な業務管理体制の整備の内容
指定事業所の数 (3)業務執行の状況

の監査
(2)業務が法令に適合することを

確保するための規程の整備
(1)法令遵守責任者

の選任

――必要19以下

―必要必要20～99

必要必要必要100以上



業務管理体制の整備
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様式届出の内容

第1号様式（ワード：
114KB）

障害者総合支援法に
基づくもの

・業務管理体制の整備に関して届け出る場合
（新規の届出）

・事業所等の指定等により事業展開地域が変更
し届出先区分の変更が生じた場合
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第2号様式（ワード：
115KB）

児童福祉法に基づく
もの2

第3号様式（ワード：
62KB）

障害者総合支援法に
基づくもの・届け出た事項に変更が生じた場合（変更届）

例）法人名称や代表者氏名、法令遵守責任者
が変わった場合など
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第4号様式（ワード：
61KB）

児童福祉法に基づく
もの4

• 届出様式は以下のとおりです。

• 提出方法については、メールでも郵送でも可です。



一般検査の実施

茨城県では、年に１回、業務管理体制に係る一般検査を実施しております。

• 対象法人：茨城県内のみに事業所を有する法人
（水戸市のみに事業所を有する法人を除く。）

• 実施時期：３回に分けて実施。 ※いずれかの期間で、各法人１回のみ実施。
１回目）９月26日（金）～11月７日（金）
２回目）11月下旬～１月上旬
３回目）１月下旬～３月上旬
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以下の法律に基づき実施
・障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法律

第51条の３等
・児童福祉法第21条の５の27および第24条の19の２等

令和７年９月26日付事務連絡にて
対象法人あてに依頼済み！



一般検査の実施
• 実施方法：いばらき電子申請・届出サービスによる回答

回答先リンクは事務連絡およびメール文に記載

※ 回答内容に不備や疑義がある場合及び未提出の場合、県よりお問い合わせ
させていただく場合がございます。

※ 業務管理体制に係る内容については、HPにも掲載しておりますのでご確認
ください。

茨城県ホーム > 茨城で暮らす > 福祉・子育て
> いばらきの障害福祉政策 > 障害福祉サービス・医療費助成について
> お知らせ

5



障害福祉サービス等情報公表システム
（ＷＡＭＮＥＴ）の登録について

（サービス共通事項）

R6.7.25（木）
R6集団指導 資料
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障害福祉サービス等情報公表システム（ＷＡＭ ＮＥＴ）
（以下、ＷＡＭ ＮＥTと呼称。）の登録手順

1．仮登録様式の作成・送付（事業者 ⇒ 県）

2．県での仮登録様式の審査・本登録様式（県 ⇒ 事業者）

3．本登録様式の入力（事業者）

4．県での登録の承認・公表（県）

※令和６年度より、WAM NET未登録の事業所には減算が適用
されることとなっておりますので、ご注意ください。
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1．仮登録様式の作成・送付（事業者 ⇒ 県）

仮登録様式（様式（エクセル：15KB））に必要事項を記入のうえ、
下記のアドレス宛にメール送付ください。
≪送付先E-mail：shogai01@pref.ibaraki.lg.jp≫

※HPにも掲載しておりますのでご確認ください。
茨城県ホーム > 茨城で暮らす > 福祉・子育て
> いばらきの障害福祉政策
> 障害福祉サービス・医療費助成について
> 障害福祉サービスの指定申請について ※ページ下段
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WAMNET の登録（法人）
登録を希望する場合、情報を記載のうえEmailにて提出してください。登録後メールで連絡がきます

施設名が複数あり書ききれない場合はシートコピーして使用してください

ご担当者様名（ﾌﾙﾈｰﾑ）

西暦 年 月 日提出日

法人番号（登記簿謄本）
12桁又は13桁

法人等の種類

法人名（ふりがな）

法人所在地

都道府県〒郵便番号

町名・番地市町村

FAX電話

メールアドレス※

（氏名）

西暦 年 月 日

事業所番号（10桁）

事業所名（ふりがな）

都道府県〒郵便番号

町名・番地市町村

FAX電話

管理者職名管理者氏名

サービスの種類

特記事項
担当

WAMNET の登録（事業所）

登録を希望する場合、情報を記載のうえEmailにて提出してください。登録後メールで連絡がきます

施設名が複数あり書ききれない場合はシートコピーして使用してください

ご担当者様名（ﾌﾙﾈｰﾑ）

西暦 年 月 日提出日

法人番号（登記簿謄本）
12桁又は13桁

法人等の種類

法人名（ふりがな）

事業所番号（10桁）

事業所名（ふりがな）

都道府県〒郵便番号

町名・番地市町村

FAX電話

管理者職名管理者氏名

サービスの種類

特記事項 担当

事業所番号（10桁）

事業所名（ふりがな）

都道府県〒郵便番号

町名・番地市町村

FAX電話

管理者職名管理者氏名

サービスの種類

〈仮登録様式〉

（法人） （事業所） 9



2．県での仮登録様式の審査・本登録様式（県 ⇒ 事業者）

・仮登録様式のメール受信後、県で審査を行います。
（受信確認から約１週間程度）

・審査後、問題が無ければ、ＷＡＭ ＮＥＴに県が仮登録をいたします。
仮登録後、仮登録様式を送信いただいたメールアドレス宛に
ＷＡＭ ＮＥＴから本登録依頼が送信されます。

※不備等により連絡させていただく場合もございます。
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3．本登録様式の入力（事業者）

・ＷＡＭ ＮＥＴから本登録依頼の通知がありましたら、
メールに記載されているとおり、本登録の手続きをお願いします。

※必要事項を入力後、承認依頼を行ってください。
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4．県での登録の承認・公表（県）

・事業者によるＷＡＭ ＮＥＴ本登録手続き完了後、
県で内容の確認をいたします。（受信確認から２～３営業日程度）

・確認後、問題がなければ、県で承認及び
障害福祉サービス等情報公表システム（ＷＡＭ ＮＥＴ）公表
いたします。

※不備等により連絡させていただく場合がございます。
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（参考）ＷＡＭ ＮＥＴ操作説明書

（独法）福祉医療機構より公表されている操作説明書がございますので、
ご確認ください。

障害福祉サービス等情報公表システム操作説明書（事業者用）
【第1.6版】（PDFファイル：4,331KB）
【2023年5月1日版】
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• 令和７年８月29日より、
全ての指定障害福祉サービス等事業者において、
年度ごとに、公表事業所の経営情報（収益・費用等）及び運営状況に係る
情報（業務従事者の給与の状況等）を報告することとなりました。

• 報告期限は、毎会計年度終了後３ヶ月以内（※）です。

（※）経過措置として、令和７年度内に実施されるべき報告
（令和６年１月１日～12月31日の間に開始した会計年度に関する報告）
に限り、令和８年３月31日までに報告をすることとされております。
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経営情報の見える化の運用開始



経営情報の見える化の運用に係るスケジュール

〇令和７年８月29日（金）
・経営情報の見える化の運用開始

（障害福祉サービス等事業所から各都道府県等への報告について、システム入力開始）
・システム操作マニュアル、記入要領の発出

〇令和８年３月31日（火）
・経営情報の見える化の報告期限

（障害福祉サービス等事業所から各都道府県等への報告期限）
〇令和８年４月以降

・公表
（全国の障害福祉サービス等事業所から各都道府県等へ報告された情報のグルーピング
した分析結果を国が公表）
※事業所ごとの個別の経営情報は公表されません。
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① 「障害福祉サービス等情報公表制度の施行について」（平成30年４月23日付障障発0423第１号。）

https://www.mhlw.go.jp/content/001552994.pdf 

② 「障害福祉サービス等事業者における経営情報の見える化」に係る都道府県等・障害福祉サービス等事業者

向け説明会（令和７年８月４日開催）の動画及び資料

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_60356.html 

③ 障害福祉サービス等情報公表システム関係連絡板（システム操作マニュアル、記入要領、ヘルプデスク等の

掲載場所）

＜障害福祉サービス等事業者向けページ＞

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/shofukuinfopub/jigyo/ 3 

④ 障害福祉サービス等情報公表システムヘルプデスク

＜電話番号＞

0570-666-081 ※受付時間：平日9:00～17:00 

＜障害福祉サービス等事業者向けお問い合わせフォーム＞

https://www.int.wam.go.jp/sec/opndom/wamappl/jssinq.nsf/fInquiry?Open 16

参考資料
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（サービス共通事項）



災害時情報共有システムの運用について
【障害者支援施設等災害時情報共有システム】
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制度の概要

災害時情報共有システムは、災害発生時における障害福祉

サービス事業所等の被害状況等を国、自治体が迅速に把握し、

被災した施設、事業所への迅速かつ適切な支援につなげること

を目的とし、令和３年度から運用開始されています。

自治体及び国が被災状況の情報を把握するためのシステムで

あり、一般には非公開となっています。

対象となる災害が起こった際、障害福祉サービス事業所等は、

本システムを通じて被災状況の報告を行うことになります。
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被災状況報告のイメージ

災害が起こった際、WAM NETより、緊急連絡先
として登録したメールアドレスあてに、被災状況の
報告依頼のメールが届きます。

当該メールに記載されているURLよりシステムに
アクセスして、被災状況を入力してください。

※詳しい操作方法については、「障害者支援施設等災害時情報
共有システム操作説明書（施設向け）」をご覧ください。

※状況により、個別連絡による被災状況の確認も併用して運用
する場合があります。
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（個別連絡作成例）
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出典：障害者支援施設等災害時情報
共有システム 関係連絡板
障害者支援施設等災害時情報共有シ
ステム 関係連絡板 (wam.go.jp)
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原子力避難計画について
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原子力災害とは

原子力災害は、原子力災害対策特別措置法（平成十一年法律第百五十六号）
によると、以下のとおり定められています。

原子力災害対策特別措置法（平成十一年法律第百五十六号）抜粋

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一 原子力災害 原子力緊急事態により国民の生命、身体又は財産に生ずる被害をいう。
二 原子力緊急事態 原子力事業者の原子炉の運転等（原子力損害の賠償に関する法律（昭和三十六年

法律第百四十七号）第二条第一項に規定する原子炉の運転等をいう。以下同じ。）により放射性物質又は
放射線が異常な水準で当該原子力事業者の原子力事業所外（原子力事業所の外における放射性物質の運搬
（以下「事業所外運搬」という。）の場合にあっては、当該運搬に使用する容器外）へ放出された事態を
いう。
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原子力災害の特徴

原子力災害は、地震や風水害、火災などの一般災害とは
異なり、人間の五感では感じることができない放射性物質
や放射線に関して対策を講じる必要があります。

ただし、原子力災害時の住民または事業所への情報連絡、
屋内退避や避難、被災者の生活に対する支援などに関して
は、一般災害との共通点が多いため、原子力災害への対策
は一般的な災害対策と連携して考えることが重要です。
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（茨城県原子力安全対策課ホームページより引用）
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〇予防的防護措置を準備する区域（PAZ：Precautionary Action Zone）

＜該当市村＞

東海村（全域）、日立市（一部）、ひたちなか市（一部）、那珂市（一部）

〇緊急時防護措置を準備する区域（UPZ：Urgent Protective action planning Zone）

＜該当市町＞

水戸市（全域）、茨城町（全域）、大洗町（全域）

日立市（一部）、ひたちなか市（一部）、那珂市（一部）、常陸太田市（一部）、

高萩市（一部）、笠間市（一部）、常陸大宮市（一部）、鉾田市（一部）、

城里町（一部）、大子町（一部）
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原子力避難計画の策定

県では、茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）におきまし

て、医療機関や社会福祉施設の管理者は原子力災害時の避難場所や誘

導方法などを定めた避難計画を策定することとしております。

東海第二原子力発電所から30km圏内の共同生活援助事業所・通所

支援事業所におかれましては、令和７年９月24日付け事務連絡にて送

付したガイドライン・避難計画（ひな形）を参考として、原子力災害

に対応すべき事項等を定める避難計画の策定をお願いいたします。
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＜対象事業所＞

東海第二原子力発電所（那珂郡東海村白方１-１）

から30km圏内の

共同生活援助事業所及び障害児・者通所支援事業所
※入所施設については、別途依頼済み
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＜備考＞
避難計画は年内を目途にご策定いただき、

策定後は県あてにご提出ください。
策定にあたっては、実効性のある避難計画

をご策定ください。



避難計画の項目（主なもの）
生活物資・利用者等の移送に必要な資機材の確保避難計画の目的

避難場所、避難経路、避難手段および避難方法関係者（事業所管理者、職員、利用者等）の役割

避難準備、屋内退避および避難緊急連絡体制および利用者情報の把握

避難中の対策原子力防災教育・訓練の実施

避難場所における利用者のケア災害対応体制の構築

家族等への引き渡し、自宅への帰宅等利用者家族等への連絡体制

※必要に応じて上記以外の内容を避難計画の項目に追記すること
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• 茨城県では、万が一の原子力災害時に、事故の状況や避難
等の情報を住民の方にわかりやすくお伝えする新たな情報
伝達手段として、公式のスマートフォンアプリを開発し、
2024年3月より運用を開始しました。

• いざという時の備えとして、ご自身や大切な人を守るため、
ぜひダウンロードをお願いします。
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